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Ⅰ 調査の目的と手順

Ⅰ-1 調査の日的

｢港北ニュータウンにおける新交通システム検討調査｣につい

ては,昨年度,新交通システムの概要 (役割,米国 ･ヨーロッパ ･

我国における研究の背景と動向,種類と特徴,関係法規),事業化

路線及び導入検討路線の現況と実態 (モノレ-ル,ACT,LR

T)を把撞することを主要な目的として調査を実施した｡そして,

事業化路線の現況把捉のため,以下の3路線の視察を行ったO

こ. ..' .∴ ､t-･ 一･

③広島電鉄 1RTの視察

本調査は,上記調査の2年度目として,さらに事業化路線の視

察を実施 したうえで,港北ニュータウンにおける新交通システム

の導入について,導入ルー トの想定,導入システムの種類等の検

討を目的として実施する｡

具体的には,次の2カ所の事業化路線をとりあげ,衝づ くりと

新交通システムのかかわ りを把握する｡

①北九州高速鉄道小倉線と沿線住宅地開発 (徳力土地区画整理事

業)

②鹿児島LRTと鴨池ニュータウン

北九州高速鉄道小倉線 (小倉モノレール)は,既存都市の抱える

諸問題に対処し,安全かつ効率的な活用 ･道路 と一体となった都

市交通機関として登場した都市モノレ-ルの第-号であ り,その

沿線は,交通の利便性の良いことから,近年北九州のベ ッドタウ

ンとして官 ･民の住宅地開発が進んでいる｡

鹿児島LRTと鴨池ニュータウンは,市民の足 として活躍 して

いる鹿児島LRTが乗客の利便性の向上,快適性の向上の近代化

を図る一方,鴨池停留所付近の旧鹿児島空港跡地に計画的に開発
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されたニュータウンもビル ドアップが9割以上進み,現在,総合

的交通体系の役割分担等の調整に入っている｡

両視察先とも,今後港北ニュータウンにおける新交通システム

の導入を考える際に,周辺住宅地のビル ドアップの状況と導入シ

ステムの検討,導入推進上の課題等を把蛭する上で参考 となるも

のである｡

Ⅰ-2 調査の手順

調査は図 1-1の手順にしたがって進める｡今年度調査の主な

調査項目は次の3点である｡

①視察システムの状況

昨年度視察の事業化路線 3システムに今年度視察の

2システム,合計 5システムの概要 と経営採算性,

今後の展望のまとめを行 う｡

②港北ニュータウンにおける新交通システムの検討

広域交通体系や港北ニュータウン周辺での開発動向

をふまえて,導入にあたっての基本的条件を把握 し

た上で,周辺地区を含めた土地利用の方向を考慮 し,

概略の輸送密度の想定をふまえた導入ルー ト,導入

システムの種類について検討する｡

③導入推進上の課題

上記の新交通システムの導入の提言に基づき,周辺

地域における土地利用誘導策等の課題をとりまとめ

る｡
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《昨年度調査》
｢ - - - ~

事業化路線 .導入検討路

線 の 現 況 ･実 態港北ニュ

ータウンにおける新交通システム

の検討《今年度調査 本報告書の範囲》
｢ ~~- ~~■~ー -

- ~̀ - ~■■昨年度視察の3システム

- -- - - - - ｢

!

7

】役割,唖現と特

徴,関係法規米臥 放
れ 国内における研 I究の背景

と動向事業化路線の概要.

経営採算性,採算性向上の方

策 [導入検討路線の概要.導

入上の問題点

.群Ki化推進の方策今後の

課題等_ _ _ _ ____ _ __ _ _ _J

調 査 の 目 的 ･手 順視 察 シ ス

テ ムの状況(概要,経営採算性,展望) 今年度
視察の2システム

図1-1



Ⅰ 視察システムの状況

Ⅰ-1 システムの概要 (2年度分 5システム)

表 2-1は,昨年度と今年度に視察した 5事業化路線の概要を

まとめたものであり,図2-1は5事業化路線のルー トを示 した

ものである｡以下では,各事業化路線別に概要をまとめるO

(1) 北九州高速鉄道小倉線 (小倉モノレール)

北九州高速鉄道小倉線 (小倉モノレール)は,既存都市の抱える

諸問題 (交通渋滞や交通公害等)に対処 し,道路空間の立体的活用

を図り,道路と一体となった都市交通機関として登場 した｡本線

は,681億円の事業費を投じ,昭和60年 1月 9日に開業した都市モ

ノレール第一号の路線である｡

当初,北九州市における高速鉄道線として次の 3つの路線の新

設が必要であるとして検討されてきたが,建設順位を検討 した結

果,まず第-に必要なのは小倉線であるとされた｡

(∋小倉線 (小倉都心部～志井,約11km,三萩野,徳力経由)

(参黒崎線 (黒崎都心部～木屋瀬,約12km,上津役,香月経由)

(診東西線 (小倉都心部～黒崎都心部,約12km,荒坐田,尾倉経由)

小倉モノレールは,小倉駅南口から300mの地点を起点として,

約 7kn南下 し,小倉南区徳力嵐山口付近から約1.4km東進 した終点

企政丘までの約8.4kmの路線である｡路線は,既設 ･新設あるいは

拡幅された道路上に全ておかれ,全線軌道法特許の適用を受け実

現した｡

運営は,北九州市をはじめ,鉄道,製鉄,金属,電力,ガス.級

行等10社から出資をうける第三セクター方式の ｢北九州高速鉄道

株式会社｣により行われている｡

列車運行は,総合基地内にある中央指令室で総合管理を実施 し

ているが, ドアの開閉と安全確認等非常時の対応のために乗務員
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_...｣

40,000人)と市営地下鉄住之江公園とを連絡する公共輸送機関と

して導入された｡

延長6.61mは,全線複線のラインとなっている｡事業化に際して

は,道路上は軌道法特許 (3.91皿),道路外は地方鉄道法免許 (2.7

血)の適用を受けて実現した｡

当線は大阪市が経営主体となっている公営交通で,地下鉄と同

じ区間料金制度となっている他,市営地下鉄,市営バスとの接続

料金システムを採用している｡

列車運行は,ポートライナー同様のコンピュータによる管理シ

ステムを導入しているが,列車には非常時に備えて,乗務員が一

名同乗している｡

(4) 鹿児島市交通局 (鹿児島LRT)

鹿児島LRTは,現在,鹿児島駅前～谷山間と市役所前～郡元

間の2系統13.11mの距離で走行しており,鹿児島駅前,西鹿児島

駅等繁華街を結ぶ交通手段として,市民や観光客に利用されてい

る｡

しかし,都市の ドーナツ化現象や自動車の急激な増加による交

通環境の悪化による低速化は,鹿児島市においても例外ではなく,

主要幹線に敷かれていた路線は,定時性の確保が難しいことから,

廃止 ･撤去されて現在に至っている｡

一方,谷山線 (郡元～谷山間)は,専用軌道化されており,並行

して走る国道225号の交通渋滞とは関係なく,定時性が確保されて

おり,利用者に極めて好評である｡

周辺での住宅地開発の 1つである旧鹿児島空港跡地の鴨池

ニュータウンはビル ドアップも9割以上進んでいる｡また,鹿児

島1RTの終点の谷山再開発構想も掲げられている｡

これらの状況の中で,現在は鹿児島市全体の総合交通体系の再

考,交通機関分担等の調整が行われている他,谷山線の延伸計画

も考られている｡
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(5) 広島電鉄 (広島LRT)

高度経済成長の急激な自動車増の影響で日本の多 くの都市から

路面電車が消えていった中で,広島市では,依然,営業キロ34.9km

の区間でLRTが走行している｡

1978年,勧日本鉄道技術協会の中の ｢軽快電車の構成要素の開

発研究委員会｣は,新規の新交通システムの建設 よりも既存の路

面電車を改良した方が合理的であるとい う視点から,軽快電車
い

(LRT)の開発を行い,その第一号として,広島電鉄の3500型連

節車を試作 した｡この軽快電車は,これまでの路面電車の ｢古い,

遅い｣というイメージをぬぐい去るものとなり,利用者の利便性

を向上させ,利用者の確保につながった｡また,広島電鉄では,こ

の3500型軽快電車の他にも,大阪や神戸,京都市で活躍 していた

車両や西独の ドル トムソト市の路面電車を安 く購入 し,乗客の利

便性を向上させるような改良を施した上で,運行させていること

も,評価されるところである｡

近年は,中央局の処理設備と各停留所に置かれている端末局設

備による運行情報表示システムを導入し,常に運行状況を把塩す

るとともに,合理的なダイヤ編成をし,運行の乱れに対する予防

と迅速な対処をするなど,定時性の確保に努力している｡

1) 広島電鉄3500型連節串と同時期に長崎電軌2000型単行串が試作された｡
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表2- 1 視察先 5システムの概要一覧表

シ ス テ ム モノレ一一}レ A G T L

E T名 称 北 九州 高速鉄道 神 戸 新 交 通 大 阪 市 交 通 局 鹿 児 島市交
通局 広 島 電 鉄小 倉 線

( % LIL a ) 市 内 攻中 乗 せ 北九州高速鉄道輔 神戸新交通輔 大阪市

交通局 鹿児島市交通局 広島電鉄輔起 終 点 小倉～企救丘 住之江

公園～中ふ頚 鹿児島～谷山等 (34.9k○)(路線延長) (8.4kq

) (6.4h) (6.6km) (13.145kn)モノレ-′レ跨j垂式 ACT(側方纂内軌粂式) AGT(側方纂内軌条式) LRT LET

法 昭和55年12月 昭和52年12月 昭和52年12月 不 明 不 明的免汁 (3,4血)昭和52年12月(3.Oh) (3,9h)昭和52年12月(2.7km)

昭51.12 昭53.2 昭53.3

昭60_10都市

吉十画決定 -部路線撤去昭53.1

0 昭53.5 (?:u芸苦減ー工事若手 工事新手 工事や手

昭56_3 昭55.5

昭55.6 現在試運転開始 害式運転開始 試運転開始投 計 指 針 大阪市

中亜軌道南港 -!十基準 (塞)開 業 年 月 日 昭和60年 1月 9日 昭和56年 2月 5日 昭和56

年 3月16日 大正元年12月 大正元年 6月工 ･イン

フラ事業 335億円 203億円 189億円 -節､ ･イソフラ外事

英 346%円 234舷円 231億円

ー合 計 681億円 437億円 420億円 (-) (-)(lkzn当り工事課) (78億円/kEa) (68億円/h) (61億円/kEl)

･明地こユ-タウ ･乗客の快適性の上る運営 上る運営 蔓室≡……う ソ谷山再開発. 追求･故国第-号の都市モ/レール ･完全無人運転･イベl/ト計画によ専盛 り上がり



図2-1 視察先5システムの 指 揮 図
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Ⅱ-2 経営採算性表 2-2は,

5事業化路線の経営状況をまとめたものである｡ここでは,各システム毎にその経営採算

性の状況についてまとめる｡(り モノレール小倉モノレールは,昭和60年 1月の開



表 2-2 視察先 5システムの経営状況 (1984年度 :1984年 4月1日～1985年 3月31日)

事 業 者 名 モノレ-..′レ A C T L
R T神 戸 新 交 通 大 阪 市 交 通 局 鹿児島市交通

局 広 島 電 鉄小 倉

線 市 内 線企 業 形 態 第 3セクター 第

3セクター 公 営 公 営 民 営･営業収益 425

2,198 1,935 5,302･営 業 弊 793 2.594 1,966 4,

878一宮業損益 ▲ 368 ▲ 396

▲ 31 424由実外収益 (百万円) 17 119 5 3

55･そ の 他 2 27 212 35

5710汁 19 146 217

･支払利息 389 1.111

254 854･そ の 他 1,048 195 35 140汁

1.437 1,306 289 994全事業経常損益(百万円) ▲1,814 ▲1,557 -

▲ 273 446･固定賢産売却益･そ の 他汁

3.5235.a238.5特 別 損 失 (育万円) - - - - 1

61税引前損益 (百万円) ▲1.814 ▲1,

557 - ▲ 273 524営業収支率･

慣却前 80.8 71.5 138.7263.0 97.5 86.3･供却後 186.8 u8.0 101.6 92_0

8.4 6.4 6.6 2)19.4 18

_8(千人/午) 2.706 13.964 13.955 14.905



(2) AGT

AGTの安定 した経営を行 うためには,6,000人/km･日～

10,000人/kn ･日の輸送密度が必要であるといわれている｡視察

した2カ所のAGTシステムは,建設コス トや車両システム,コ

ンピュータによる自動運転等ほとんど同じシステムであ り,輸送

密度も6,000人/kn ･日 (神戸ポ- トライナー)と5,800人/km･

日 (大阪ニュー トラム)と,ほぼ同程度である｡

しかし,蓑2-2に示すように,100円の収入をあげるのに神戸

ポー トライナーでは,償却前では約70円,償却後でも約120円の費

用であるのに対し,大阪ニュー トラムでは,償却前で約140円,償

却後で約260円の費用を要している｡

これは,神戸ポー トライナーが,完全無人運転を実施した り,9

駅のうち4駅を完全フリー駅化 (乗降客の少ない駅は自動販売機

も改札機も置かない)をするなど,徹底 した合理化を図る一方,第

三セクターのメリットを生かし,人件費率を極めて低 くおさえる
l＼

ことにより,これだけの経営採算をあげていることにつながって

いるといえる｡

さらに,イベントの盛 り上げ (ボー トピア博や国際 ･交流会館,

国際展示場,ワール ド記念ホール等)による計画的まちづ くりや

ポー トアイランド内の順調な人口増加による利用者増 も経営状況

の改善に貢献している｡

(3) LRT

LRTの安定 した経営を行 うためには,3,000人/km･日～

8,000人/kn ･日の輸送密度が必要であるといわれている｡視察 し

た 2カ所のLRTのうち,軽快電卓の導入,効率的な列車編成 (逮

結),コンピュータによる列車運行管理等が進んでいる広島LRT

では,5,600人/km･日確保 しているため,100円の収入をあげる

のに,約90円の費用で賄ってお り,税引前損益も524百万円を計上

1) 神戸ポー トライナーの人件費587,000千円に対し,大阪ニュー トラムの人件

費は1,015,000千円でその比率は 1:173である0
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している｡

一方,鹿児島LRTの輸送密度は,2,100人/hn.日で,100円の

収入をあげるのに約100円強の費用を要 しており,営業損益を出し

ている｡しかし,鹿児島LRTでは,昨年,経営不振の2線を廃止

･撤去し,利用者数が確保されている谷山線と市内線だけの運行

としたため,経営採算は向上するものと思われる｡
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Ⅱ-3 今後の展望

近年新設された小倉モノレール,神戸ポー トライナー,大阪

ニュー トラムの3路線が抱えている共通した課題は,支出面では

運転の無人化,駅務の自動化,維持管理の自動化,機械化あるいは

民間委託等による経営の合理化が最大の項目である｡ しか し,す

でに無人運転化,駅の無人化を実施している神戸ポー トライナー

の事後評価アンケー トによると,無人運転したことによる利用者

の評価で不満を感 じている人は少なくない｡今後は,無人である

こと-の不安感が,システム導入時に社会に与える影響を十分検

討した上で,無人化で削減できる要員数と無人化に関する自動化

設備故器等の初期投資額との関係を見極める必要がある.

一方,収入面では沿線地域の未利用地の活用および開発推進が

最大の課題であり,各種の方策が提示されている｡さらに乗客誘

致の推進につながる各種方策として,日常的利用増の他に,観光

客や遠足等の集客も図ろうとするものも見られる｡

既存の軌道システムである路面電車を改良した広島もRT,鹿

児島LRTの課題は,第-に ｢より速 く,安全に,確実にそしで決

適に｣の実現である｡

広島電鉄は,わが国で最もLRT化の進んでいる路線である｡

ここでは既に,建設省,運輸省,関連自治体等の指導や助力を受け

ながら,次に示すような生産性の向上,所要時分の短縮,合理化努

力を実施した｡

･乗客の利便性の増進 (郊外線から市内軌道線-の乗 り入れ,乗

り換えと所要時分の短縮,輸送力の大幅増強)

･車両の大型化による生産性向上と混雑の緩和

･高性能LRVの開発 ･導入 (輸送力の増強,LRTのイメージ

アップ,省エネ,乗心地の改善)

･混用走行路の準専用走行路化

･交通信号の電車優先化
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Li I

･運営要員の削減

今後,広島電鉄LRTでは.さらに市内中心部の専用走行路を

計画し,鹿児島LRTでも前述の方策を実施するなど,市民のシ

ンボル ･市民の足として活躍 してきた路面電車を新 しい都市交通

体系の中でスマー トに再生させ,存続させる方向で努力がなされ

ている｡

以上,視察した5システムの課題解消の方策を表 2-3に一覧

表としてまとめる｡
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表 2-3 視察先 5システムの課題解消の方策

シ ス テ ム 名 収入増加のための方策 (集客対策等) 支出削減のための方策 (経費削減等) そ

の 他辛 北九州高速鉄道小倉線 (9沿線地域の未利用地の活用 ･増資による建設資金借入金の繰 り上げ償還を実施し, ･北九州市と北九州高速鉄

道㈱が一体とな･北九州市と北九州高速鉄道㈱が一体となって事業を促進するo 金利負担の軽減を図る. り,輸送の安全確

保,乗客サービスの向･公共施設の設置や民間活力の導入を図る○ ･人件費率 (現在約50%)の低減を図るため,嘱託採用 上と

業桁の向上に全力を懐ける○(勤通勤 .通学者の利用促進 も検討する. ･都市

モノレールを既成市街地にあつてはノレ ･研柾的に企業訪問を実施･新'些期を目標に定 券 士を 進 ･作業の複合化を実施し,人件費の削減を図る.

活性剤とし,郊外沿線地域にあつては閲ノレ (小倉モノレール) チ ＼- 期 販グt: 推(診小中学校の社会見学の誘致 ･サーヒス水準が低下しない範岡で,ダイヤ改正をTTう〇･車両点検 (年検,月検)における整備,保守点検項目 発の推

進剤として多角的な都市つくりの必要性を要請する○･県内,近県の小中学校の遠足コースに組み入れるよう要請･他の社会見学場所と連排した見学コースを作成 .資料配布④記念乗車券及び割引乗車券の作成･交通科学館,志井公園 (企牧丘)を中

心に催し物開催 の見直しを実施し,経群の削減を図る○AGT 神戸新交通ポートアイラ ①ポートアイランド振興協議会 (ポートアイランド内の主要

団体 ･経営の効率化 ･車中,駅など無人であることへの利用者で榊成)を活用し,沿線各施設のイベント情報を把握して団体 -保守体制の見直しなど都業全般にわたる経営の効率 の不安感が,システム導入時に社会に与

客の誘致を図る. 化を図る. える影響を十分分析する必要がある○②観光客誘致用パンフレットを作成し,乗客誘致を推進する○ 保守.

点検等を直営とするか外部委託にするかの比 ･社員教育の推進-社員一人一人の能力をンド線 ③神戸市及び関係団体への継続的な要請･島内

企業に対する利用促進の働きかけ 牧 .検討を行う｡ 高めることが最重要の課題であり,社員(神戸ポートライナー) ･島内施設整備･民間企業の進出促進及び住宅建設 .入

居の促進･島内施設でのイベント開催④記念乗車券の発売 の教育を推進し資質の向上に努める○大阪市交通局南港ポ

ートタウン線(大阪ニュートラム) ①港湾関係者の利用促進を図る. ･人件坪の低減化,無人駅化②イペソトの開催による乗客誘致を図る○ ･省力化の推進-新しい交通機関への乗客の不慣れを

考え,当面は添乗員を乗せて迎行しているが,信頼性の向上と社会的コソセソサスを得て段階的に省力化していくoLRT 鹿児島市交通局 ①利用者の快適性を追求し

,利用者を確保する. ･総合遅行管理システムを導入し,人件費の削減を図る○ ･終点谷山地区の再開発と

の関係から谷山･停留所の改良 ･鹿児島市全体の組合交通体系の再考,交通機関分担等

線の延伸計画も考えられている○･車両冷房化の推進/革両の外装統一 の調整実施-営業不振路線の廃止,撤去 (昭60.10実(鹿児島LRT) ･LRV (Li

ght Raii Vehicle)化,軽快車両化②コンピュータによる総合運行管理システムを導入し,車両走行

の定時性を確保する○ 施)広島電鉄(広島LRT) ①利用者の快適性を追求し,

利用者を確保する○ ･運営要点の削減化 (実施中)･停留所の改良 .LR

V化の推進 -分岐器の日掛 ヒや変電所の無人化にJ:る要員減少に②市内中心部の専用走行路計画 加え,事務部門,技術部門の能率向上をはかり,少<実施した方策>･郊外鉄道線から市



<名 称> 北九州高速鉄道小倉線 [跨座式モノレー

ル]事 業 者 :北九州 高速鉄道掬 第 3セ クタ

ー起 終 点 :小倉駅～企救丘 (8.4kzB

)壬生 的 免 許 二

軌 道 法 特 許 昭和55年 12月地方

鉄道法免許 一開 業 年 月 日 .昭和60年 1

月 9日工 事 費 :イ ンフ

ラ事業 335億円イ

ンフラ外事業 346億円合 計

681億円(1km当 り) 78億 円/kn

営 業 キ ロ 数 : 84kzD輸 送 人 数 :(6019-3.30) 2,706千人

/辛1日職 送 人 数 : 同上 33_O千人/ 冒

輸 送 密 度 . 同上 3.9千

人/h .日営 業 収 支 率 :併却前 80.

8円償却後 186

･8円システ ムの特徴 :① 第 3セクター方式に よ

る運営② 故 国第-号 の都市 モ ノ レール

③ワンマン運転視 察 年 月 日 :昭和



<名 称> 神戸新交通ポー トアイラン ド線 [AGT･側方案内軌条式]

卒 業 者 二神戸新交通帥 辞 3セ ク タ -

起 終 点 :三宮 ～ ポー トアイ ラ ン ド (64kn)

法 的 免 許 :軌 道 法 特 許 昭和52年 12月 (34kzn)

地方鉄道 法免許 昭和52年 12月 (3･Okn)

開 策 年 月 日 :昭和 56年 2月 5日

工 事 費 :イ ンフラ事業 203億 円

イ ンフラ外事業 234億 円

合 計 437倍 円

(1k7n当 り) 68億 円/k7m

営 業 キ ロ 数 : 6･4km

輸 送 人 数 :昭和59年度 13,964千人/辛

1日 輪 送 人 数 : 同上 383千人/ 冒

輸 送 密 度 : 同上 60千人/km

営 業 収 支 率 :依却 前 71･5円

破却後 118･0円

システムの特徴 :①故国初のAGT

(参第 3セ ク タ ー に よ る運 営

③完 全無 人運転実施

(む計画的 まちづ くり

(参イベ ン ト計画に 上る盛 り上げ

(ポー トビ7博他)

視 察 年 月 日 :昭和61年 3月27日 超高層住宅棟 の中 を走 るポー トライナー単線ルー



<名 称> 大阪市交通局南港ポー トタウン線 [AGT･側方案内軌条式]

事 業 者 :大阪市交通局

起 終 点 ●住之江 公園～ 中ふ軍頁 (66km)

法 的 免 許 軌 道 法 特 許 昭和52年 12月

地方鉄道法免許 昭和52年 12月

開 業 年 月 日 昭和56年 3月16日

工 事 於 イ ンフラ事業 189億 円

インフラ外卒業 231億円
合 計 420億 円

(1km当り) 61億 円/km

営 業 キ t= 政 : 6,6km

輸 送 人 数 :昭和59年度 13.955千人/午

1日 輪 送 人 数 : 同上 38.2千人/ 日

輸 送 密 度 : 同上 5.8千人/km･日

膏 薬 収 支 率 ･tE却前 138･7円

供却後 2630円

システムの特徴 .①毛巨国初のAGT

②市営 に よる迎営

市営地下鉄 .市営 パス との接読

接続料金 ンステムの採用

③計画的 まちづ くり

伝)ワンマン運転

視 察 年 月 日 :昭和61年 3月27日 車両基地内で待捷するニュー トラムポ



<名 称> 鹿児島市交通局 (谷山線他) [LRT]

事 業 者 :鹿児島市交通局

起 終 点 :鹿児島駅～谷山他 (13･145km)
法 的 免 許 :軌 道 法 特 許 不明

地方鉄道法免許 不明

開 業 年 月 日 :大正元年12月

工 事 費 :イ ンフラ事業 一 億 円

イ ンフラ外事業 一 億 円

合 計 一 億 円

(1km当 り) 一 億 円/km

営 業 キ ロ 数 : 194(昭60年時点)km

輸 送 人 数 :昭和59年度 14.905千人/年

1日 輸 送 人 数 : 同上 40.8千人/ 日

輸 送 密 度 : 同上 2.1千人/km･日

営 業 収 支 率 :破却前 975円

### 101･6円

システ ムの特徴 :①鴨池 ニ 1-タウン,谷山再開発構想を

考慮 した整備計画中

視 察 年 月 日 :昭和61年 12月 3日 鴨池停留所の46D型車両国道225号 と平行 して走 る



<名 称> 広島電鉄 (市内線他) [LRT]

事 業 者 :広 島電 鉄締

起 終 点 :広 島駅 ～宮 島 口他 (349km)

法 的 免 許 :軌 道 法 特 許 不明

地方鉄道 法免許 不明

開 業 年 月 日 :大正 元年 6月

工 事 資 :イ ンフ ラ事業 - 億 円

イ ソフ ラ外事業 一 億 円

合 計 一 億 円

(1h 当 り) 一 億 円/ kn

営 業 キ ロ 数 : 188kzz)

輸 送 人 数 :昭和59年度 38.179千人/午

1日 輸 送 人 数 . 同上 1046千人/ El

指 送 密 度 . 同上 56千人/km･日

営 業 収 支 率 :償却部丁 863円

償却後 920円

ンステムの特徴 :くさ乗客の快適性の追求

(軽快電車の帝人)

視 察 年 月 日 :昭和61年 3月28日 試



Ⅱ 港北ニュータウンにおける新交通システムの検討

Ⅲ-1 港北ニュータウンの計画概要とまちづくり構想

港北ニュータウンは,横浜市の中心部から北北西-約12km,東京

都心から南西へ約25kTn.横浜市港北区と線区にまたがった範囲に位

置する面積2,530ha,計画人口30万人のニュータウンである｡

横浜21世紀プラン区別計画によると,港北区,線区の将来構想

は,両区ともに, "隷豊かな衝づくり"や `̀安全で住み良い街づ く

り"等を柱として,まちづくりを進めることとしている｡

近年,横浜市の郊外区にあたる両区は,横浜市や東京のベッドタ

ウンとして都市化が進展しており,今後は,都市の乱開発の防止や

住環境の整備の視点から′失われつつある緑地の保全への配慮が

増々強まっていく可能性がある｡

港北ニュータウンにおいても,行政 ･文化施設等の計画的配置を

はじめ,歩行者専用道路と地区内交通システムの充実,緑のネット

ワークづ くり,都市慶業の確立等,21世紀を指向した枕浜の副都心

にふさわしい未来都市づ くりを目指し,事業が進められている｡
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<港北ニュータウンの計画諸元>

･所 在 地 横浜市港北区,緑区

･規 模 全体2,530ha,計画人口30万人

･事業手法 区画室理事業1,317ha

(他に農業専用地区230ha,既開発地区他983ha)

･事業主体 区画整理区域は住宅 ･都市整備公団

･特徴的な事業

1)住民参加のまちづ くり

(港北ニュータウン事業推進連絡協議会)

2)農業専用地区の設定

3)グl)-ソマ トリックス

(公 ･民共同のグリーンネットワーク形成)

･鉄道新線の建設

1)横浜市営高速鉄道 3号線 (新横浜～ニュータウン～あざみ

野)

2)横 浜 4号線 (日吉～ニュータウン～JR横浜線方面)

･土地利用面積

表3-1 港北ニュータウン土地利用面積表

萌 目 第 1 地 区 第 2 地 区
A 計面 前(ha) 構成比(浴) 面 研(ha) 構成比(%) 面 研(ha)

梢成比(%)公共 道 路 115.4 21.0 169.5 22.0 284.9 21.647.6 8.7

74.2 9.7 121.8 9_3用地 河 川 . 水 路 0_5 0.1 0.5 0.1言十 1

63.5 29.8 243.7 31.7 407,2 31.0宅地 住 媒 合 住 宅

69.4 12.7 94.1 12.24.738_7

163.5 12.4宅 分 誰 住 宅 32.2 5.8 36.

0 68.2 5.2局地 民 有 地 209.2 38_2 297.2 506.4 38_4計 310.8 56

.7 427_3 55.6 . 738.1 56.0施 教 育 施 設 52.0 9.5 56.1 7.3 108.1 8

.2設用也 22.0 4.0 41_5 5.4 63.5 4.8千 74.0 13.5 97.6 12.7 17



Ⅲ-2 新交通システムの導入にあたっての基本的条件

(1) 横浜市北部地域における広域交通体系

港北ニュータウンを含む横浜市北部地域における鉄道の広域交過

体系は,ニュータウソの南側をJR横浜線が東西に,西側を東急田

園都市線,東側を東急東横線が南北に走っており,この3路線によ

り形成されている｡

さらに,ニュータウン内を通る鉄道新線として,昭和61年 2月に

事業免許特許を得た横浜市営高速鉄道 3号線 (新横浜～ニュータウ

ン～あざみ野),昭和60年 7月運輸政策審議会答申路線 ･横浜 4号

線 (日吉～ニュ-タウン～JR横浜線方面)が計画されている｡

このうち,横浜市営高速鉄道 3号線は,昭和67年開業を目標に事

業が進められているが,横浜 4号線の方は,現在,新線整備計画中

であり,3号線よりも開業が遅れることとなる｡

いずれにしろ,港北ニュータウン内を ｢Ⅹ塑｣で横浜市営高速鉄

道 3号線,横浜4号線が開業された場合,前述した 3路線-はいず

れもアクセスが可能となり,横浜の中心部や東京都心-の交通の便

は極めてよくなる｡

現在の鉄道網 横浜市営高速鉄道3

号按の開業 横浜4号線の開業昭 和 67年

･未 定図311 鉄道の広域交通体系の変化



一方,道路交通のネットワークからみると,現在すでにニュータ

ウンの西側には東名高速自動車道,国道246号,東側には第三京浜

道路の3本の交通幹線が走ってお り,第三京浜道路の港北インター

チェンジが南東側に近接 して設置されているC

さらに,ニュータウンの建設に伴い,図3-2に示すように,新

横浜元石川線,中山北山田線,日吉元石川線,佐江戸北山田線等の

都市計画道路が順次整備されることとな り,これらにより既設幹線

道路と結ばれ,広域的な道路網を構成する｡

図3-2 道路網図

*国中都市計画道路名

①新横浜元石川線

(卦中山北山田線

③宮内新横浜線



(2) 周辺地域における開発動向とニュータウンの立地状況

港北ニュータウソは,港北区と緑区にまたがる丘陵地に建設され

るものであり,さらに,ニュータウン周辺地域も含めた新交通シス

テムの導入を検討するためには,両区の今後の発展方向や開発榊憩

を考慮した検討が望まれる｡

図3-3は,｢よこはま21世紀プラン ･区別計画｣による開発構

想を,前述した 3路線の範囲について図示したものである｡これに

よると,開発が進んでいるニュータウン第二地区の南側及び東側に

は広大な生産緑地が確保され,線 ･港北両区が開発目標に掲げてい

る ｢歳豊かな街づ くり｣等を実践し,都市の乱開発を防ぐ方向にあ

る｡産業関連の開発方向は,第三京浜道路の港北インターチェンジ

を中心としてJR横浜線沿いに既存の工業団地が比較的まとまって

存在している｡さらに横浜市営高速鉄道 3号線の新羽駅 (仮称)局

辺にも工業のまとまりがあり,ニュータウン第二地区の南側及び東

側で工業開発が行われてきている｡

商業関連では,3路線の各駅周辺で開発の必要性があるものの,

特にまとまりとして大きい東急東横線日吉駅,網島駅の再開発や新

横浜駅周辺の整備 ･ビル ドアップが急務とされている｡また,住宅

開発では.最大の目標が港北ニュータウンの早期実現ではあるが,

それ以外として2カ所で開発が計画されている｡ 1つは住宅 ･都市

整備公団施行の両横約93.9ha,計画人口約9,200人の長津田特定土地

区画整理事業 (JR及び東急田園都市線長津田駅)であり,もう1

つは民間施行の面積約68.6ha,計画人口約10,000人の赤田地区開発

(東急田園都市線江田駅)である｡

このような港北ニュータウン周辺の開発方向の中にあって,今後

計画的に開発を進めていく必要のあるブロックとして,早測川沿い

地区の有効活用,ニュータウン東側の丘陵地の開発,ニュータウ

ン～東急東横線の間の日吉元石川線沿いの整備があげられよう｡

次に,港北ニュータウン内に目を転 じてみる｡港北ニュータウソ

では,昭和58年春から一部地域において入居が開始されてきたが,
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昭和59年から60年にかけて土地利用の一部転換を行ったことによ

り,ニュータウンに対する新 しい需要が発生 して,ビル ドアップの

流れは一変 した｡それは,-イテク関連企業の研究所立地 ･進出で

ある｡昭和59年度のデュポン,リコー等の立地に次いで,60年度に

はフェス ト,日本コダック等 8社が,61年度には4社 (61年11月現

荏)が進出を決めている｡さらに,現在までに民間企業 3社に集合

住宅用地の分譲が決定 している｡このように,港北ニュータウンは

首都圏のベッドタウンから多機能 ･複合都市-と変身しつつあるC

港北ニュータウンにおける今後の整備方向としては,都市の顔 と

もなるタウンセンターの建設をできるだけ早期に実現することがあ

げられる.タウンセンターの整備により都市の魅力が高まり,港北

ニュータウン全体のビル ドアップも促進されようOまた,早測川沿

い地区の有効活用も重要な課題である｡早決り‖により分断された北

側,南側の各センターゾーンを有機的に結ぶとともに,ニュータウ

ンの一体化にも効果を発揮するような活用が望まれる｡

図313 港北ニュータウン周辺地域の開発方向図
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(3) 新交通システムの導入にあたっての基本的条件整理

港北ニュータウンにおける新交通システムの導入にあたっての基

本的条件として以下の5点を考慮する｡

･新交通システムは港北ニュータウン地区内交通のサービス向上

に加えて,周辺地域も含めた導入についても検討する｡

その際,周辺地域の未利用地等の土地利用方向や土地利用の再

編成についても提言する｡

･港北ニュータウン内には,横浜市営高速鉄道 3号線と横浜4号

線の2本の鉄道新線が導入される｡ただし,横浜 4号線は,昭

和67年開業目標の横浜市営高速鉄道 3号線に比べて開業時期が

遅れる｡

･横浜市営高速鉄道 3号線と横浜 4号線の2本の鉄道新線ルート

と港北ニュータウン内の6駅の配置は現計画の位置とする｡

･導入ルー トの想定にあたってほ,土地利用方向等を踏まえて,

主要経由地を抽出した上で,それらを効率的に結ぶルー トと設

定する｡

･将来人口から見た概略の輸送量を想定し,導入するシステムを

検討する｡

システム導入の際の輸送密度の目安は次のとおりとする｡

(丑モノレール

②AGT

@LRT

④ 1)ニアモータ地下鉄

⑤ リニアモータ新交通

⑥cTM

8,000-15.000̂ /kn･R

6,000-10,000̂ /kn.E]

3,000- 8,000人/kn･日

25,000人/km･日

8,000人/h･日

5,000- 7,000人/km･日

⑦簡易ガイ ドウェイバスシステム 5,000人/km･日

1301



Ⅲ-3 周辺地域の土地利用方向の検討と新交通システムの位置づけ

(り 周辺地域の土地利用方向の検討

港北ニュータウン周辺地域で計画的に開発が望まれるのが,早期

川沿い地区及びニュータウン東側の丘陵地と日吉元石川線沿い一帯

の地区であることは,既に述べた通 りである｡

これらの地区は,現在,畑や水田,未利用地のところが多 く,当

該地域にあって,まとまりとして残っている極めて貴重な用地であ

る｡しかし,今後,港北ニュータウンの整備や都市計画道路,鉄道

新線の建設により,これらの地区の交通条件が現在よりよくなれば

ポテンシャルが向上し,開発が進むこととなろう｡

本調査では,都市の乱開発を防ぎ,計画的な街づくりを進めるこ

とを基本姿勢として,これらの地区について次のような土地利用の

方向性を提言する｡

･早駒川沿い地区の土地利用方向

-自然緑地をとり入れたレクリェ-ショソ地区として整

備するOここでは,｢健康｣｢創造｣｢食｣｢憩 ･休｣｢ス

ポ-ツ ･社交｣等をキーワー ドに多様な公園を複合的

に観みあわせた 『公園回廊 (早駒川パークコリドー)』
の整備を提言する｡

ニュータウン東側の丘陵地一帯の土地利用方向

-大学を誘致し (理 ･工 ･農学等),港北ニュータウン

内に既に立地しているノ＼イテク関連企業とあわせて,

大学を核とした産 ･学 ･住の 『港北ノ､イテクヒル』の

形成を提言する｡
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･早測川沿い地区の土地利用方向

-自然環境をとり入れたレクリエーション地区として

整備す

る○《基本

方針≫･港北ニュータウン内の日常生活 レク1)エーショソ基地を整備す

る｡･-イテク関連企業にとっても魅力のあるレクリェ-ショ

ソ施設を導入

する｡･早駒川により分断される港北ニュータウンの第-地区と

第二地区の一体化を図る故能を導入

する｡･自然公園的性格として整備される総合公園とは違った機

能を導入して,全体として多様な活動ができる複合的な公園と

する｡･平担で川に沿った長細い空間である特性を生かした利用を

図るC《整備

構想≫多様な公園を複合的に阻み合わせた 『公園回廊 (早駒川

パークコリドー)構想』を提言

する｡≪整備イメ
ージ≫ 横浜市営高速鉄道 3号線 横浜

4号線〔公園

回廊】早主詞JH
バーク=リドー <テーマ> <名称7イデ7> <開発イメージ ･市大

施設>ゾ-/A 埴康 -ルシ17'-/ブバーク ･ニュー}ディ7'を放った健Biづ く'

)公国ゾ-./B 創造 クラフ ト !-ク 皇外でのタラ7 1

r体験1/-/C 食 管空ダイニング公園 アウ トドアクッキ'/タとダイ

ニソグゾII/D 匙E!休 港北ニュ ー
クウンセ ン トラ ル
パークゾ1./E スポー ノ ス .ポーテ ィバ-ク

社交 -32- 港北ニュークウ/の中心 となる親

水性公Bi)(池.川
辺等)テニスクラブと乗 弔クラブ (会



ニュータウン東側の丘陵地一帯の土地利用方向

-大学を誘致し,港北ニュータウン内に既に立地して

いる企業とあわせたノ＼イテクゾーンを形成す

るo《基本

方針》ニュータウン東側の丘陵地には,理学 ･工学 ･農学等の

大学や研究機関を誘致し,当該地域の核と

する.･ニュータウン近傍の日吉元石川線沿いは,大学 ･研究故

関と連携した生産型の工業用地として整備

する｡ニュータウン内の東側地域は,大学 ･研究機関の誘致を

PRして,-イテク関連企業の立地をさらに促進

するDニュータウン北東地域は住宅地として開発

する.･これらの地区を結ぶ交通機関として新交通システムを導入

する｡《整備

構想≫･大学を核とした産 ･学 ･住の機能を有する 『港北-イテ

クヒル構想』を提言する

｡《整備イメ

ージ》 丁一港北-イテクヒル檎想

ゾーン枝折市営高速鉄道

3号線補助幹線
交通としての新
交通システム

の導入 133- 住宅地の開発

･整備

大学 ･研究

機関と連携 した生
産型の工業用地

の整備大学 ･研究機関

の誘致理学,工学-

-イテ農学 -

バイテ農学系大学を誘致 した

場合の生産寂地 ･実

験農場既存工業の



(2) 港北ニュータウンにおける新交通システムの位置づけ

港北ニュータウン内には横浜市営高速鉄道 3号線,横浜 4号線の

開業が予定されているが,これら両線が整備された場合,一部の地
l､

域を除き公共交通サービスは十分高くなるため,これらの補助幹線

としての新交通システム導入は採算面からみてかなり難しいと思わ

れる｡また,横浜 4号線ができるまでの代替交通鹿関として,新交

通システムを位置づけることも考えられるが,横浜4号線の開業ま

での利用のためには,あまりに大きな投資額となろう｡

したがって,本調査では,前述 したニュータウソ東側地域の開発

構想や早決r川沿い地区の整備も含めた範囲での新交通システムの導

入の可能性について検討する｡

これらの地域と港北ニュータウンの第-地区及び第二地区の東側

の地域は,横浜市営高速鉄道 3号線と横浜4号線が開業しても,既

に計画されている駅からはやや遠 く,必ずしも交通条件の向上が期

待される地域ではない｡そこで,横浜市営高速鉄道 3号線方面～

ニュータウン第二地区の東側の地域～ニュータウン東側地域の開発

構想～ニュータウン第一地区の東側の地域～横浜4号線方面等の交

通条件が必ずしも良好でない地域を経由するような新交通システム

の場合は導入の可能性があるCまた,このような新交通システムが

導入された場合,これらの地域一帯の開発を促進するとともに,こ

れらの地域と一体となった港北ニュータウンの東側の地域の立地促

進も期待できよう｡

以上述べてきたように,港北ニュータウンの新交通システムは,

いずれのシステムにしても,横浜市営高速鉄道 3号線,横浜 4号線

とを結ぶ補助幹線交通としての役割を担 うものとなる｡

1) 昭和60年度調査で,横浜市営高速鉄道 3号線,横浜 4号線の両線が整備された場合.

公共交通サ-ビスは十分高 くなることを示 した｡新交通システム導入にあたって

は,徒歩圏 (半径700m)以外の範囲をできるだけサービスできるようにルー トを設

定することとなる｡
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Ⅲ-4 新交通システムの導入検討

(り 導入システムの設定

港北ニュータウンにおける新交通システムは,

① 2本の鉄道新線によるサービスのゆき届かない- I)アに対する

サービス向上に効果を発揮するシステム

(診港北ニュータウン東部地域等周辺地区との連携を強められるとと

もに,これらの地区を経由して,2本の鉄道新線に接続する補助

幹線交通としての役割を担 うシステム

の導入が望まれる｡

ここでは,このような条件に適合するシステムを主体に考え,

･AGT(AGT導入に至る段階的供用としての簡易ガイ ドウェイ

バスシステムや リニアモータ新交通を含む)

･LRT
.I

の2種類についての導入を検討する｡

(2) ルー ト設定の基本方針

導入ルー トの想定にあたっての基本方針は次のとお りである0

･新交通システムは,港北ニュータウン地区内交通のサービス向上

を図ることと,周辺との連携を強化 し,2本の鉄道新線に接続す

る補助幹線交通の役割を担 うことを目的として導入する｡

･横浜市営高速鉄道 3号線,横浜 4号線の2本の鉄道新線ルー トと

港北ニュータウン内の 6駅の配置計画は現計画の位置とする｡

･鉄道駅から半径700mの範囲を徒歩圏と考え,それ以外の範囲を

できるだけサービスできるように考慮する｡

1) 坊浜市営高速鉄道 3号線と横浜 4号線が共に開業 した場合,導入の可能性が残るシ

ステムとして,昭和60年度調査ではLRTとCTMを示 している｡

本調査では,轄北こェ-タウンの周辺も含めた検討を行っているため,LRTに加

え,AGT (AGT導入に至る段階的供用 としての簡易カイ ドウェイバスシステム

や リニアモータ新交通を含む)の場合も検討する｡
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また,補助幹線としてのAGT,LRTシステムの徒歩圏は,悲

定している駅から半径500mの範囲と考える｡

･港北ニュータウン内は原則として,4車線以上の都市計画道路上

にルー ト想定する｡ただし,居住者の地区交通サービス向上のた

めに必要なネットワークがある場合には,4車線以上の都市計画

道路の他にもルートを想定し,道路拡幅等の措置を講ずる必要が

ある｡また,AGTのように都市モノレールとして建設する場合

には,港北ニュータウン周辺において,その地区の開発にあわせ

て,4車線以上の道路を設けることが望まれる｡

･比較的利用頻度が多いと思われる地区を,

ア)新交通システム導入のためには経由が必要と思われる地区

イ)さらに必要に応 じて経由することも考慮する地区

とに区別して,図 3-4,表3-2に示すように抽出した｡

ルート想定にあたっては,導入するシステムの特徴を考慮し,こ

れらの地区をできるだけ経由するように想定する｡

図



｢

表3-2 新交通システムの主要経由地の抽出

主 要 経 由 地 地区の概要と新交通システム導入の必要性

節交通シスチA導入のためには経由が必要と忠 1.第二地区東側の工業用地 ･この地区は,既にデュポン,1)コ-,日本コ

ダック等のノ､イテク閑適企業の研究所立地,進出が相次い

でいる.･既に計画されている横浜市営高速鉄道

3号線大構駅(仮称)からの徒歩圏外であ り,横

浜市営高速鉄道3号線へのアクセス確保が望ま

れる地区である.2.ニュータウソ東側丘陵地 ･本調査で提言した ｢港北-イテクヒル構想｣の核と

なる地区である○･既存の鉄道新線計画では

必ず しも交通条件が好ましくない.港北-イテク

ヒル構想実現のためには,横浜市営高速鉄道 3号

線.横浜4号線-のアクセス向上が,交通条件

上の鐘をにぎるものと思われる.3.日書元石川線沿いの工業用地 ･よこはま21世紀ブラ

ン .区BFJ計画(港北区)では.工菜用地とし

て活用 していく地区と方向づけられている｡さらに,

本調査で捉言した｢港北ノ､イテクヒル柿想｣では,大学,研究機関と連携した生産型

の工業用地として位王己づけている○･既存の鉄道新線計画では必ず しも交通条件向上が期

待できないため,通勤の足

としての新たな交通手段の導入が望まれる.4.ニュータウン北東地区の住宅地 ･ニュータウン東側丘陵地一帯の開発に伴い,住宅地

としての開発ポテンシャルの向上する地区である.

･既存の鉄道新線計画では必ず しも交通条件向上

が期待できないため,通勤,通学の足として,買物の足わ

れる地区 としての新たな交通手段の導入が望まれる○5.第一地区

東側の工業用地 ･第-地区東側の工業

用地と同様に.今後工業系の土地利用を想定 してい

る地区である.･既に計画されている横浜4号線の第-地区にある駅

からの徒歩圏外であり,横浜4号線-のアクセス確保が望まれる.6.横浜市営高速鉄道 3号線大構駅 ･幹線交通である2本の鉄道新線-の接続が望まれる○

(仮称)と横浜4号線の第-也 ･横浜市営高速鉄道

3号線大筒駅 (仮称)と横浜4号区にある駅 線の第-

地区にある駅が接続駅となる○さす ･タウンセンターは

横浜市営高速鉄道 3号線と横浜4らるに こ 号線と

がⅩ型で交差する地区であり,大型シヨツビ必と ソグセン

ターも計画されている.途中で乗 りかえな要もに考応慮 く直接目的地まで行けるル- トが望まれる.B.早捌川沿い地区

･早測川沿い地区本調査で捷言した多様な公園を複合じす 的に組み合わせ



(3) 導入ルー トの想定

ルート設定の基本方針にしたがい,導入ルー トを想定する｡

AGTあるいは,AGT導入に至る段階的供用としての簡易ガイ

ドウェイバスシステム等の場合は,軌道建設コス トが安価でないた

め,表 3-2に示した新交通システム導入のためには経由すること

が必要と思われる地区を,効率よく通る補助幹線交通のルー トが望

まれる｡

図 3-5は,本調査で提言した ｢港北-イテクヒル構想｣と鉄道

新線とを結ぶAGTあるいはAGT導入に至る段階的供用としての

簡易ガイ ドウェイバス等の想定ルートを示したものである｡ル-I

の総延長は 7km,停車場は始 ･終点を含めて10駅である｡

本ルートがAGTで成立する場合は,LRTでも成立するのは当

然である｡



一方,LRTの場合,輸送密度はAGTに比べると,約50-80%

でよいため,さらにきめ細かなサービスを提供できる｡ したがっ

て,ルー トは,AGTで想定 したルー ト (港北-イテクヒル線 (仮

秤))と本調査で提言した ｢早駒川パークコリドー｣内の移動,当公

園のシンボル,タウンセンターへの直行ルー トとして導入するルー

I (早測川パークコ1)ドl縁 (仮称))の2系統により構成する｡

図3-6は,LRTの想定ルー トを示 したものであり,ルー トの

総延長は10.2km (港北-イテクヒル線7.0kn ,早駒川パークコリ

ドー線3.2km),停留所は始 ･終点を含めて16駅 (港北-イテクヒル

線11駅,早柳川パークコリドー線 5駅)である｡



(4) 輸送密度の概略検討

ここでは,導入検討を行ったAGT,LRTの想定ルー トにした

がい,各システムの輸送密度の概略検討を行 う｡

新交通システム導入ルートの駅勢圏範囲 ((2)ルート想定の基本方

針に示した半径500mの範囲)の将来フレームを蓑3-3に示すよう

に設定した｡

表3-3 新交通導入ルートの駅勢圏範囲の将来フレーム設定一覧表

主要経由地 面 帯 設 定
住 居 系 工 業 系 商 業 系 そ の 他 小 計 居住

人口 従業人口30ha 30ha 0 40ha 100
ha 7.500人 900人(30%)

(So兜) (40%) (100%)0 大学25.2ha研究故関9.8ha(70%) 0 15.Oha(30%) 50ha(100%) - 大学1,ZOO人研究畿関38

0人0 15ha 0 10ha
25ha - 600人也 (60%) (40%)

(loo鉛)56.Oha 0 0
24.Oha 80ha ll.ZOO人住宅地 (70%) (

30%) (100%)21.9
ha 21.9ha 0 29.2ha 73ha 4.380人

880人(30%) (30%) (40%)タウンセンター - - - [
:::: lo.81'0274::a早測川

沿い地区 32.Oha - 公園 15.9haその他 6.8ha 68.4ha 6.400人 -

合 計 - -

- - 29.480人 3.880人住宅地人口密度はネ ットで200人/haと設定 したDただ し,ニュータウン第二地区は,勝田EZl地を含



1) AGTの概略輸送密度

新交通システムの利用者数は,昭和53年東京都市圏パーソン ト
1I

リップ調査の原単位等を用いて発生 ･集中量を推計 した後に,配分

･機関分担率を考慮 して求める｡

<発生 ･集中量>

･通勤 23,080人 × 0.9×0.324 ×0.841×2-ll,320トリップ/日

･通学 23,080人 × 0.9×0.255 ×0.334×2- 3,54011)ップ/日

･業務 (2,880人 ×0.75+1,000人 ×0.97)×2- 6,260川ップ/日

･買物 23,080人 × 0.9×0.348 ×2 -14,460川ップ/日

･公園関連 159,000m2×0.05×2 -15,900トリップ/日

<配分 ･戟関分担>
*1 *2

･通勤 11,320×1.0×0.9-10,190人/日

･通学 3,540×0.9×0.9- 2,870人/日

･業務 6,260×1.0×0.9- 5,630人/日

･買物 14,460×0.5×0.5- 3,620人/日

･公園関連 15,900×0.5×0.5- 3,980人/日

合計 26,290人/日

､事1 配分率 *2 機関分担率

以上の検討に より,本調査で導入検討 したAGTの概略輸送密度

は,

26,290人/日÷7.0km-3,760人/km･日

と算出された｡

1) 発生原単位は以下のとおりとする｡

･通勤 居住人口×5才以上人口(09)×発生原単位(0324×0841)

･通学 居住人口×5才以上人口(0.9)×発生原単位(0255)

×高校生以上(0.334)

･業務 従業員数×出勤率(075)+学生数×出席率(0.97)

･買物 居住人口×5才以上人口(0.9)×発生原単位(0348)

･公園関連 公園敷地面積×発生原単位(0050)

-41-



2) LRTの概略輸送密度

AGTと同様の方法により,新交通システムの利用者数を求める｡

<発生 ･集中量>

･通勤 29,480人× 0.9×0.324×0.841×2-14,460トリップ/日

･通学 29,480人× 0.9×0.255×0.334×2- 4,520ト])ップ/日

･業務 (2,880人×0.75+1,000×0.97)×2- 6,260トリップ/日

･買物 29,480人× 0.9×0.348×2 -18,470川ップ/日

･公園関連 159,000nixO.05×2 -15,900H)ッブ/日

<配分 ･機関分担>
*1 *2

･通勤 14,460×1.0×0.9-13,010人/日

･通学 4,520×0.9×0.9- 3.660人/日

･業務 6,260×1.0×0.9- 5,630人/日

･買物 18,470×0.5×0.7- 6,460人/日

･公園関連 15,900×0.5×0.7- 5,570人/日

合計 34,330人/日

ヰ1 配分奉 書2 機関分担率

以上の検討により,本調査で導入検討 したLRTの概略輸送密度

は,

34,330人/日÷10.2km-3,370人/kn.日

と算出された｡
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(5) 港北ニュータウンにおける新交通システム導入に関する提言

AGT,LRTシステムの概略輸送密度を検討した結果,AGT

では3,760人/kn･日,LRTでは3,370人/km･日と算出されたo

システム導入の際,AGTの輸送密度の目安とされている6,000-

10,000人/kn･日と比べると,AGTの導入は,採算面からみてかな

り難しい｡これは,AGTの中では,比較的高い経営採算性をあげ

ている神戸新交通ポー トアイランド線の実績と比較してみるとより

明確である｡ポー トアイランド線は,営業キロ6.4kmで,1日平均約

38,300人が利用しており (昭和59年度実績),輸送密度は約6,000人

/km･日と,導入に当っての輸送密度の最下限値である｡この輸送密

度から見て,本調査で試算した概略利用者数26,290人/日 (輸送密

度3,760人/kn･日)では,採算がとれないと予想されるのは明らか

である｡

一方,LRTの場合は,輸送密度の目安が3,000-6,000人/kn･日

であり,このシステム導入の可能性は残るものと思われる｡ しか

し,本調査で検討した輸送密度は,港北ニュータウン東側地域の開

発や早捌川沿いの開発が実現化した場合の概略検討であり,新交通

システムの導入の可否に当っては当該地域の開発計画の策定に伴

い,今後さらに十分な詳細検討を要するところである｡
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Ⅳ 新交通システム導入推進上の課題

本調査では,昨年度視察した3路線と今年度視察した2路線の合

計 5路線の概要と経営採算性,今後の展望についてとりまとめた上

で,港北ニュータウンの周辺地域も含めた土地利用の方向を考慮

し,概略の輸送密度の想定をふまえた導入システムの種頬 と導入

ルー トの検討を行った｡

その結果によると,AGTの導入は,採算面からみて難しいが,

LRTの導入は,港北ニュータウン東側地域の開発や早測川沿い地

区の開発が実現した場合,導入の可能性は残るものと考えられる｡

今後,本調査で提言したLRTによる導入を推進していくために

は,周辺地域における開発のあ り方 ･実現性についての詳細の検

討,想定ルー トの用地確保の問題や第三京浜道路の横断箇所の問題

等についての検討,利用者数の詳細推計 ･事業費把握 ･運営計画と

いった採算性の検討等が不可欠である｡
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Ⅰ.視察先の概要

1.鴨池ニュータウン

鴨池ニュータウンは,航空機大型化の時代の要請により昭和47年に移

転した鹿児島空港の跡地に生まれたニュータウソである｡

現在,鹿児島市は南九州の中核都市として大きく変貌しており,その

中で当ニュータウンは今後の市街地拡大発展に伴う鹿児島市南部の新 し

い中心地としての役割を担うよう期待されている｡

(1) 計画のねらい

恒 念l:錦江湾上に桜島を望む美 しい自然景観と緑を十分に生か

し,市民に健康で快適な生活の場を提供すること｡

塵本テーマ臣 1) 快適な生活環境の整備

(2) 美しく個性のある都市景観の創造

(3) 都市機能の確立と新しい都市の魅力の発揮

｡



(2) ニュータウン建設の経緯

･昭和45年～46年 鹿児島空港跡地利用の構想 ･計画に入る｡

･昭和47年 4月 ｢鹿児島空港跡地処理対策委員会｣設立

鹿児島空港移転 ･空港跡地の譲渡 (国から県-)

鴨池ニュータウンとして新 しい衝づ くりに着辛

･昭和50年 3月 工事開始

･昭和50年11月 前記委員会名を ｢鴨池ニュータウン建設委員会｣に名

称変更｡

･昭和52年 8月 逐次入居開始

･現 在 住宅地96% 業務用地92%の進捗状況

交通拠点地区,商業サービス地区は未整備

･住宅の建設状況
建 設 主 体 用 地 面 研 計 画 戸 数 建設済戸数 建設中戸数

備 考rri

戸 戸 戸85,658 1.078

1.048 0 幼稚園70
.993 706 622 0 管理棟

鹿 児 島 市 9.133 300

300 0ll.046

218 218 012

.532 196 196 021.2

07 275 109 166合 計 210.569 2.773 2.493 1

66注)未着I 芸≡去芸≡芸芸公団 83:P;i114戸 昭和6
0年現在 ･2･151世帯 6

･669人･業務施設
の建設状況区 分-

事 業 所 数 建 設 済 未 着 工 建 設 中住 宅 地 域 4 4 0
0業務地域716542

汁75



(3) 計画の概要･面積 76.2ha(海面埋立6.8haを含む)

土地

利用計画表利 用 区 分 面 相 構成比
施設用地 住 宅 用 地 241.719ni

31.7%業 務 用 地 178
,426 23.4フ = ))-ふ頭 用 地 28,708 3.8

- リーIi1- ト用地 3.29
1 0.4公 用 地* 96.954 12.7

小 計 549.098 72.0
公共用地 街 路 136.9

33 18.0護 岸 敗 10.936 1.4公 園 3
9,414 5.2緑 地 25,853 3.

4小 計 213,136 28_0A 計 762.234 100.0
書公用地とは将来県庁を移す予定で用意
した用地である｡

(市の中

心磁能を一部移転させる構想)形状 南北 1,720m 東西 560

mの扇形状計臥 口T …≡≡芸 8,000

人12,000人総事業費 約 170億円 (県単

独事業)土地利用の基本方針(∋居住環境の整備改

善･中高層を中心とした住宅地 (14

階建て-2階建て･ガーデン-ウス)･生活環境の整備 (公園 ･緑地 ･広場等)

･生活利便施設の適正配置 (病院 ･店舗 ･幼稚

園等)･交通安全の確保 (歩車道分離 ･通過交通

の排除等)②公共 ･公益ならびに業務用地

の確保･行政 ･経済 ･情報等の中枢管理機能施設と公共 ･公益施設の集約



(4) 土地利用計画

･3つのゾーンにより構成

①住宅地域･--･ヰ 高層を中心とする住宅

②業務地域

二

交通拠点地区

商業サ-ビス地区

公共公益関連 ･一般業務地区

③公共施設用地-街路 ･スポーツ公園 ･緑地等

葦 ･葺 _一･~-T~~声 ‥~妻~'1-･g -i-' 這■■i■■■甲

I-∴ ∴ .

完 走 毒 ;TI言 =tI , - _______:____≡___
一一

1･ ‥∴ 二

-



(5) 色彩計画鴨池ニュータウンでは桜島や絹江湾など周辺の美しい自然景観と



2.鹿児島市交通局 (鹿児島LRT)

鹿児島市電は,現在鹿児島駅前～谷 山間 と市役所前～郡元間の 2系

統,13.1kmの距離で走行している｡

鹿児島駅前 ,西鹿児島駅前等繁華街を結ぶ交通手段 として市民や観光

客に利用されているO

(1) 鹿児島LRTの開通の経緯

<路線図>

･大正元年12 谷山～武之格間開通

(谷山～郡元間専用軌道

)大正3.7 武之橋～天文館通間

開通大正3.10 天文館通～市役所前

間開通大正3.12 市役所前～鹿児島駅

前間開通大正4一12 高見馬場～西鹿児島

駅前間開通大正7.3 加治呈町～

草牟田間開通大正9.10 草牟田～玉

江小学校前間開通昭和 2-昭和36 市役

所前～清水町間開通昭和25.-昭和34 西鹿

児島駅前～郡元間開通昭和34-昭和36 玉

江小学校前～伊敦町間開通昭和60.10 加治星町～伊致町間廃止

市役所前～清



(2) 路線･市内第一期線 鹿児島駅前～市役所前～



(3) 車両
500形 501-504･506-510･512-515 13両
昭和30-31年に萱現した,当市電の長老屯車

です.東京都電7000形がモデルで.昔は今と鼓
が違っていました.もともと近代的なスタイル
なので年を感じさせません.中でも. 507号は
昭和56年に当市初の冷房電車として改造された
記念すべき電車です.

600形 601-616 16両
昭和34-38年に宝塔した､たいへんスマート

なヨカニセ電車です.今の ｢鹿児島スタイル｣
はこの電輩が元祖です. 605号以降は.乗り心
地の良い空気バネ台車を使っており,当市電の
レベルの高さを誇る,ご自慢の電車です.

460形 461･462 2両
昭和35年.今はなき 400形のうち､4131414

号を 600形と同じ章体で近代化するということ
で堂塔しました.つまり,400形と 600形の合
の子という意味で 460形と名付けられました.
車拝も性能も 600形と変わりません.交通局の
工省で生まれた.たった2両の少教派です.

800形 807-813･818,820･823･824･826
828･831･832 15両

昭和42-44年に大阪市電からはるばるやってき
た文政っ子竜革.大坂時代は2600形と名のってい
ました.当市に来て r鹿児島スタイルjに改造さ
礼,初のワンマン電車として堂塔しました.32両
の大所帯でしたが､昨年の伊敷 ･上町蚊の廃止で
17両が任を磨かれました.残ったJJループは狩れ
て冷房車に生まれ変わり､また.ゴムをt亘った最
新式の台車にはきかえて､面目を一新しました.

呈旦塑 花1･花2 2両
昭和53年に西日本鉄道福岡市内漣から来た.

花冠吐用の竜並です.毎年. [おはら軌 のと
きに華やかな姿で目を粂しませてくれます.花
1号は谷山嬢用の懸水封兼除草剤散布車として
も的きます.当市竜の桧の力です.

(10)
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(4) 利用者数

現在,都市の ドーナツ化現象や自動車の急激な増加による交通環境の悪

化により低速化,乗客減が続いている｡特に,国道 3号上の伊敷線と国道

10号上に路線の一部がかかる上町線は乗客が極めて少ないため,昭和60年

10月に撤去された｡

一方,専用軌道化している谷山線 (郡元～谷山)は,平行する国道225号

と産業道路の慢性的な混雑渋滞のため,バスに比べて早 く,定時性が確保

されてお り,好評である｡

また,谷山地区の再開発との関係から谷山線の延伸計画も考えられてい

る｡

鹿児島LRTの利用者数の推移

利用者数 (盲万人/辛)

加 高
55 56 57 58 59 60

[:::コ 定槻外利用者数 (盲万人/辛)

巨…ヨ 定期利用者数 (盲万人′年)

昭和 (年度)

資料 :鹿児島市交通局

(12)



3.北九州高速鉄道小倉線 (小

倉モノレール)現在,都市内で問題となっている交通渋滞や交通公害等の社

会問題に対処し,安全かつ効率的な活用,道路と一体となっ

た都市交通機関として都市モノレールが登場した｡小倉モノレールは,わが国第-号の都市モ

ノレールであり.北九州市における新 しい都市交通の主役としての期待を担って,

昭60年 1月9日に開業してから1年半を経過したばか りである｡

(1) 都市

モノレール導入,建設の経緯年月日 項 ∃ 内

容 説 明昭和44.2.3 てJきち問4

6.3.ll12.24

早 (妨12号)

に上匂協議会の設定47.ll.1712.21 法徐｣先行

年度を自



(2) 路 線

路線は,JR小倉駅南口から約200mの地点を起点として,約7.11皿南下

し,小倉南区徳力嵐山口付近から約1.6kmを東進してJR日田線に到達す

る付近を終点とする総延長8.7km(営業キロ8.4h)の路線である｡ただ

し,日田線の駅には接続していない｡

･路 線 小倉駅南口～企救丘 (営業キロ8.4km)

･走 行 面 高 道路面から平均13m (一部19m)

･構 造 全線高架式

･最 急 勾 配 4‰

小倉採油紺 重囲渦 中曲線半径 80m (緩和曲線にクロソイ ド曲線採用)



都市モノレールの特性交通事故などのトラ

ブルがF ;- ; ･:

: i _I_:隻二 王

ゴムタイヤと空気/て⇒

使用で乗り心地は抜

群また､車内は空調完備~ 玩慧警

1

,慧笠間耶運行します｡将来､ランシュ時にl列車は4両編成で



(3) 車 両

･大型跨座塑モノレール,軽合金製溶接構造

･車両幅 3m 車両長 15m 4両編成 (全長60m)

･定員 478人

･配色 クリーム色下地+ブルーのス トライプ

･総合基地内の中央指令所で集中管理 (ワンマン方式)

･車内のデザインと配色は市民の投票で決定



(4) 停留所

･営業延長8.4kmに全12カ所設置

･小倉停留所- 島式 ホ ー ム (全長155m,全幅20m)

他 停 留 所- 相対式ホーム (全長 67m,全幅17m)

●4群畔駅の敗軍 標準停留場(

片野停留場)二二 し措岩孝司長音11I苧竺聖二竺禦〕府側立LTIJLB] 川OIh'rlrHLA
(17) 二 二北例

立



(5) 軌 道

･長さ20mのPC桁が標準タイプ

･幅85cmx長さ150cm

(東京モノレール80cmX140cmよりひと回り大きい)

分岐｢:…芸内
八折 (スム-ズな曲線で決適性確保)

二折三差分岐

= = こ こ:二kh /rJ･声
⊂:コ

_________⊥J



(6) 総合基地

･所在地 終点企救丘停留所から単線接続

･面 積 5.56ha

･機 能 ①管理- 本社事務所+列革運行総合管理 (中央指令室)

+変電所+宿泊室

②列車検査

③車両検修,タイヤ交換

④車両留置 (収容能力 9編成36両)

所



(7) 事業費

･イソフラ事業費 335億円 (49.2%)

･インフラ外事業費 346億円 (50.8%)

事業安の貸金内訳

総事業費 681億円

市 栗 97位円 市I ※;i不全 市貸付 6各
点行El 貢 2

08性円 30tt円 一79鮭円 会221復円 世

人皇lOO正円補助対
象外事業貫 30性円請助

対象事業貫305復円碑 事業費は,北九州市等がEFの補助または負担に上り建設するイソプラ事業費が約

335億円.官業主体である北九州高速鉄道株式会社が借入金等によって建設するインフラ外事業費が約346舷門.計6

81億円である｡イソフラ事業費は.本来.全額国の補助対象となるが.蔀市モノレール小倉掛 まイ

ンフラ事が449%を超えているので,この分30億円は北九州市の単数費とした.

(8) 利用者数･日平均 約28,000人/ 日･-･･需要予測値65.00

0人/ 日を大 きく下 まわっている｡(昭60.

1-昭61.2)･定期券利用者数比率･･- ･･-約30-35%

小倉線の利用者の推移35b3Etu2tM -15恥1PLYISE紬-● 享 主'iき

-二三四五六七八九十++
一 二月月月月月月月月月月一二月 月



4.徳力土地区画整理事業と徳力公団住宅

北九州高速鉄道小倉線沿いの徳力地区は,交通の便の良いことから,近

年大規模な宅地開発が進み北九州市のベッドタウンになっている｡

ここでは,北九州高速鉄道小倉線の計画策定以前の昭和40年代の初頭に

住宅公団 (当時)により開発された徳力公団住宅と北九州高速鉄道小倉線

の計画策定から実現への経緯の中で北九州市により実施されている徳力土

地区画整理事業の 2つの概要を示す｡

(



(1)徳力土地区画整理事業

(》 事業のねらい

本地区は,住宅都市整備公団による徳力団地および志徳団地の建設等を契機としてス7･

ロ~ル現象は顕著なものがあり.日ごとに不良市街地と化している｡しかも人口の激増に

伴って.国道322号の交通渋帯は重要な社会問題にまで発展してきた｡

又地区内を流下する志井川は著しく蛇行L近年上流の宅地造成に起因して雨期には出水

により浸水常製地帯となることが多い｡

なお,当該地区は北九州市と田川方面とを結ぶ交通の要衝であり,北九州のベ ッドタウ

ンとしての要素も十分備えており,将来小倉南部の中心市街地となるべき地域である｡

以上の理由で,早急に都市計画街路および都市小河川志井川など公共施設の整備改善と

あわせて,宅地の利用増進を図り,健全な市菊地を造成するものである｡

② 事業の経緯

･昭和47年12月 区 域 決 定

･昭和48年 7月 事 業 計 画 の 決 定

･昭和48年 7月 同 上 公 告

･昭和51年 9月 第 1回変更事業計画の決定

･昭和51年 9月 同 上 公 告

･昭和55年 8月 第 2回変更事実計画の決定

･昭和55年 8月 同 上 公 告

･昭和56年 8月 第 3回変更事菜計画の決定

･昭和56年 8月 同 上 公 告

･昭和58年 1月 第 4回変更事業計画(軽微)の決定

･昭和58年 1月 同 上 公 告

･昭和58年 2月 第 5回変更事業計画の決定

･昭和58年 3月 同 上 公 告

･昭和60年 2月 第 6回変更事業計画 (軽故)の決定

･昭和60年 2月 同 上 公 告

･現 在 第 7回変更事業計画 (軽敬)の決定

東部地区 (未指定箇所)の仮換地指定

志井川及び国道322号の道路築造工事

区画道路に関する建物の移転,道路の築造

(昭和60年度予定)

(22)



③ 事業の概要

･地区内面横 162.7ha

土埠の利用

区画整理前農 耕 地住 宅 地公共用地商 業 地公 有 地

そ の 他地区内の現

況本地区の地勢は.大部分が沖横層の平担な地形で,東西に約3m.南北に約 8m程度

憤斜した住宅適地である｡道路は地区の東端を南北に国道322号 (幅員約 8m)が走

っており,これより分岐している県道井手浦徳力線 (幅員約7m)の2路線が地区の主要幹線をな

し,Jiス路線となっている｡その他の道路は,殆んどが暗点4m以下のものである.



公共施設の整備

都市計画道路

暗員 8m～38m

区画道路

幅員 4m～9m

歩行者等専用道路

暗点2m～8m

近隣公園

1か所

児童公園

24か所

駅前広場

3か所

水 路

総延長 7,497m

総延長 31,662m

総延長 3.021m

26.116n1

28,785ni

2,060汀至

810m

(24)



① 土地利用計画

(



① 関連計画

地区内では次の事業を併せて行っている｡

事 業 名 事 業 の 概 要

モノレール道整備 施 行 者 北九州

1市事業 事 業 量 総延長 8_4km(地区内2.070m.停留場

3ヶ所 )事 業 費 約 7

6.7億円施 行 期 間 昭和 55年

度～59年度都市小河川

施 行 者 北九州市志井川改修事業 事 業 量 L-3,500m

事 業 費 約 44

度円施 行 期 間 5か年

2級河川 施 行 者 福岡県

柴川改修事業

事 業 塁事 業 費施 行

期 間紫川河司三公園 施 行 者 北九州市整備事業 事 業 量 4.8h

a(地区内2.6ha)事 業 費

約 6.9億円施 行 期 間 昭

和 50年度～65年度下水道事業 施 行

者 北九州市事 業 量 公共下水道 管梁延長 3

6,000m雨水辞緑 ボックスカルバー ト2,944m

事 業 費 31_4億円

_施 行 期 間 昭和 52年度～65年度徳力小集落 施

行 者 北九州市地区改長事業 事 業 量 中層耐火構造 5階

建 2校-40戸事 業 費 2_87億円施 行 期 間 昭和 58年度-59年度

資料:北九州市都市計画局
,
徳力土地区画整理事業概要
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徳力公団駅前 至小倉



‡.視察記録

1.視察日程

視察は ,昭和61年12月3日か ら12月5日までの 3日間にわた って

行われた｡視察スケジ ュールは次 の とお りである.

<12月 3日>

･鹿児島LRT (鹿児島市交通局)

･鴨池 ニェ-タウン

<12月 4日>

･北九州高速鉄道小倉線 (小倉モノレール)

･徳力土地区画整理事業

2.視察参加者

視察は財団法人港北 ニ ュータウン生活対策協会理事長 横塚瀞 氏

以下15名か らなる調査 団に よって行われた｡参加者 の氏名は次の と

お りである.

<参加者氏名 >

横 塚 漸(理事長) 土 肥 政 彦(常務理事)

金 子 保(副理事長) 田 平 文 男(アドバイザー)

平 野 政 二(同上) 徳 丸 秀 夫(輪ポリテクニックコソサルタンツ取締役)

松 沢 健 三(理事) 大 下 茂(同社 研究員)

森 正 治(同上)

田 丸 政 治(同上)

小 島 喜 治(同上)

寺 門 敏 雄(同上)

佐 野 重 雄(監事)

金 子 三千男(同上)

佐 藤 孝 昭(横浜市都市計画局港北ニュータウン建設部長)

(28)



3.視察内容

(1) 鹿児島市

視察内容は次のとお りである｡

･鹿児島LRT (鹿児島市交通局)試乗 (鴨池駅～谷山駅間)

･鹿児島県土木部の方からの鴨池ニュータウンの概要説明

･鴨池ニュータウンの見学



4.視察写真

(1) 鹿児島LRT (鹿児島市交通局)

●鴨池停留所

■終点谷山停留所付近郡元～谷山間

は専用軌道区間である｡■国道225号に平行Lて走る谷山線

専用軌道であるため,バス

に比べ



■460形車両

400形車両を最新型である600形

の機能に近代化させた串両｡

■終点谷山停留所付近

車両の外装を統-するなどの工

夫が実施されている｡

■車両内部風景

ワンマン運転｡冷房化を実施

し,乗客の利便性向上を図って

いる｡



｢

(2) 鴨池ニュータウン

工ニュータウンの骨格となる中央

の通り

ニュータウン中央を南北に走る

4車線道路｡中央分離帯には植

栽が施されている｡左にあるグ

リーンセンターは植栽が施 さ

れ,広 く一般市民に利用されて

いる｡

■高層住宅棟

T低層住宅棟 (ガーデンハウス)



J近隣センター最寄品等のショ

ッピソグの施設｡大型店の入居す

るセンター地区は別途計画され

ている｡■フェリーターミナル等

の交通拠点垂水方面-のフェリーターミナ

ル

｡バ スターミナルの計画もあり,

交通の中心地 として位位づけられ

ているエ リア｡)現在建設中





■モノレール運転席

通常はATOによる自動逆転｡

乗務員は,ドアの開閉と故障時

の対応だけを行う｡

■軌道桁と車両下部部分

軌道桁は幅85cm,高さ150cmc

スカ- ト部分 (車両下部)は,

騒音を極力少なくするために,

軌道桁を履 うように取付けられ

ている｡

T総合基地で待枚中の車両

クリームホワイ トにスカイブ

ルーのモノレールの配色は,4

実の中から市民の投票により決

められたO



■本社事務所内の中央指令室

運転管理,電力管理,駅前防災

管理など,すべて共通の コソ

ピュークを用いてコントロール

している｡

■総合基地内風景

視察時には,1編成 (4両)那

整備中であった｡

■総合基地内での説明風景



(4)徳力土地区画整理事業

(徒力土地区画整理事業区域の現況

北九州高速鉄道小倉線モノレー

ル内から土地区画整理事業区域

を臨む｡

■徳力公団住宅

昭和40年代初めに建設された公

団住宅｡

面横約19ha,戸数約2400戸｡

■徳力土地区画整理事業区域の現況

周辺では民間の住宅開発も進ん

でいる｡

｣
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